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はじめに
　本研究の目的は，1960年代のネパール王国（Kingdom of 
Nepal. ネパール）*1 における初等教育制度の拡大と整備に
ついて，「ネパール国家教育計画委員会」（Nepal National 
Education Planning Commission. NNEPC）報告書（1956），お
よび，「国家教育審議会」（All-Round National Education 
Committee. ARNEC）報告書（1961）などの教育計画および政策
文書を対象にして，特に両委員会の初等教育計画を教育目標や
カリキュラム案の比較を通じて究明することである。
　ネパールは，小国でありながら，その文化的，政治的，経済
的特徴などによって，内外の研究者の注目を集めてきた。近年
では，同国が，多文化，多民族，多言語といった第三世界の教
育開発に係る諸条件のもとで，いわゆる教育問題を数多かつ典
型的に抱え，その解決に苦慮していることから，教育学におい
1960年代初期ネパールにおける初等教育制度の拡大と整備
－NNEPCとARNECの初等教育計画における教育目標とカリキュラム案を比較して－
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Comparing on the educational purposes and curriculum designs of ARNEC and NNEPC
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要旨
　本研究の目的は，1960年代のネパールにおける初等教育制度の拡大と整備について，「ネパール国家教育計画委
員会」（NNEPC）報告書（1955），および，「国家教育審議会」（ARNEC）報告書（1961）などの教育計画および政策
文書を対象にして，特に両委員会の初等教育計画を教育目標やカリキュラム案の比較を通じて究明することである。
　ARNECの初等教育計画は，カリキュラム案がナショナル・カリキュラムへ反映されるなど一定の具現化を果
たした。しかし，学校体系の移行など教育制度改革に係る同計画の根本は，1960年代の開発計画へ必ずしも具
体的に採納されていない。また，初等学校カリキュラムへ生産的，実践的，職業的価値を導入した点において，
ARNECは，後の初等教育開発へ影響を及ぼしているが，1960年代において当該カリキュラムは広範に施行される
場を得なかったとされる。
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Abstract
　The  purpose  of  this  paper  is  to  clarify  the  development  of  primary  education  system  in  Nepal  in  the  1960’s. 
The report of Nepal National Education Commission (NNEPC) (1955) and All-Round National Educational 
Committee (ARNEC) (1961), national plans, and UNESCO documents were analyzed by focusing on the 
educational purposes and curriculum designs of ARNEC and NNEPC.
　NNEPC created comprehensive educational plan for the ﬁrst time in Nepal. In this plan, NNEPC gave a ﬁrst 
priority over development of primary education and drew up, so to speak, village education system. 
　ARNEC was appointed to make reform plan for existing educational system. The plans of NNEPC and 
ARNEC had many points in common, such as changeover from multi track school system to single one, introduction 
of vocational education in the ﬁve-year primary school, and uniﬁcation of medium of instruction (Nepali).
　On the other hand, there was obvious diﬀerence on design of primary school curriculum between NNEPC 
and ARNEC. NNEPC had conception of village development through primary school and illustrated its 
curriculum design which consisted of various and integrated “learning experiences” such as social studies, 
science, language, arithmetic, and craft. ARNEC suggested similar categories in primary school curriculum. 
But these were only separate and mutually unrelated “subjects”. For example, “self-reliant education” ARNEC 
recommended was only one vocational subject and was not closely concerned with village development.
　This primary education plan of ARNEC was not reﬂected concretely to the actual program of educational 
development in the 1960s. However, ARNEC had an eﬀect on following plan of primary education in bringing 
productive, practical and vocational value to primary school curriculum.
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てもネパールに対する関心は増加しつつある。他方で，ネパー
ルが経験した比類なき教育開発の道程について，その揺籃期か
ら直接追究する試みは，今日でも多くはなされていない（中村, 
2002，p.173，中村，2012，pp.9-10）。
　しかし，現在の教育問題の背景理解において，過去の教育開
発の道程解明は，本来不可欠である。逆説的には，ネパールの
教育開発の過程について，具体的には，現在の教育開発に直接
関係するという意味において遡行し得る最前の時期から，今日
に至る教育計画および政策の特徴や展開について明らかにする
ことで，近年を対象とするネパール教育研究の価値をより高め
られよう。この課題に対して，本研究は，1960年代の初等教育
計画，特にその教育目標およびカリキュラム案に注目して接近
を試みる。
　本研究が1960年代を対象とする理由は，第一に，1950年代
の教育計画および政策の特徴や展開については，すでに中村
（2012），同（2013）などでその一端を解明しているからである。
すなわち，今日における研究上の課題は，これまでの成果を踏
まえた，次代のそれの究明に至りつつある。
　上記理由の第二は，1960年代は，ネパール教育史における重
要時期であるからである。本文で述べるように，この時期にお
いて，同国の教育開発は本格化し，1950年代の成果と課題を踏
まえて，あるいは，政治体制の変化にともなって，さらには，
国際機関調査団の提言を受けて，学校教育体系，教育行政組織
や教育法規が整備され変革されていった。そして，こうして成
立した教育制度は，1970年代はじめに刷新されることになる。
このネパール教育史上最大の変化をもたらした要因や背景の追
究において，1960年代の教育計画・教育政策等の特徴と到達点
の解明は，有用かつ不可欠な研究課題であるといえる。
　初等教育計画における教育目標およびカリキュラム案に注目
する理由は，これらが1960年代における教育開発を総合的かつ
動的に追究する上で有用な対象であるからである。まず，本
文で述べるとおり，教育目標とカリキュラム案は，NNEPC
の初等教育計画の特徴を端的に示す要素であり，それゆえに，
NNEPCの教育制度計画全体，つまり，1950年代の教育計画総
体への理解を深化させる上で最適な観点である。そして，中村
（2013）で述べたように，ARNECの教育制度改革計画は，全体
としてNNEPCのそれに近似しており，初等教育計画について
も，両者は少なからず共通点を有している（中村，2013，p.80）。
従って，教育目標とカリキュラム案は，ARNECの初等教育計
画の理解においても適切な観点となると仮定し得る。すなわ
ち，NNEPCとARNECの初等教育計画双方について，教育目
標およびカリキュラム案からそれぞれの特徴を明らかにした上
で，両者を比較して相互の共通点と相違点等を追究することは，
ネパール教育史におけるARNECの教育制度改革計画，そして，
1960年代初期の教育開発の特徴を，1950年代のそれと比較して
より明確化する方途になると考えられる。
　先行研究について，1960年代以前のネパールにおける教育計
画・政策の追究それ自体がきわめて限定されている。1960年代
以後の教育を通じた国民統合というネパールの試みは，欧米の
文化人類学や政治学における研究者の注目を集めてはいるが，
1960年代の教育計画や政策等について，とりわけ特定の教育段
階や領域について，その重要性は指摘されつつも，具体的に解
明した成果は多くない。また，中村（2013），同（2014）においても，
ARNEC報告書の概要や，同初等教育計画の重要点などを示し
てはいるが，その成果は断片的である。否，こうしたこれまで
の分散した成果を一定の観点から総合することで，ARNEC報
告書をはじめ，1960年代の教育計画および政策の特徴をより明
確化し得るであろう。
　以下では，まず，1950年代までの初等教育の状況を確認しつ
つ，NNEPCの初等教育計画を，特に教育目標およびカリキュ
ラム案に重点を置き整理する。次に，ARNECの教育制度改革
計画を概観した後，特にその初等教育計画の特徴を教育目標
およびカリキュラム案に焦点を当てて明らかにする。続いて，
NNEPCおよびARNECの初等教育目標と同カリキュラム案を，
特に計画全体における初等教育の位置づけの観点から比較する
ことで，後者の特徴をより明確化する。そして，「国際連合教
育科学文化機関」（United Nations Educational, Scientiﬁc and 
Cultural Organization. UNESCO）の調査報告書（案）などに基
づき，この時期における初等教育制度の拡大と整備状況を追究
し，最後に今後の課題を述べる。
Ⅰ　1950 年代における初等教育の状況とNNEPC
　　の初等教育計画の特徴 *2 
１　王政復古直後の学校種と初等教育の問題点
　ネパール王国は，シャハ（Shah）王朝の祖によって18世紀末
にほぼ統一された。しかし，19世紀半ばまでに王権は減退し，
内争の果てに台頭した宰相ラナ（Rana）家が，国王を戴く間接
的な専制政治体制を敷いた。このラナ体制は，1951年の王政復
古まで100余年続く。
　ラナ体制における主たる学校教育は，英学教育（English 
Education）を提供する英学学校，サンスクリット語による
宗教教義等の学習を施すサンスクリット・スクール，M. K. 
Gandhi（Gandhi, Mohandas Karamchand. 1869-1948）が主唱し
たベイシック・エデュケイション（Basic Education）を実践す
るベイシック・スクールの三系統に類別できる。これらの学校
は，相互に連関することなく，政府によりゆるやかに，あるい
は厳格に管理統制されていた。
　こうした学校教育の発展について，ラナ為政者は，消極的と
いうよりも，むしろ阻害する傾向にあった。そのため，王政復
古時（1951）の初等学校数は321校，同在学者数は8,505人，同在
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学率は0.9％にとどまっていた（MoE, 1971, p.3.）。しかし，ラナ
体制の崩壊により，国内の教育は急膨張し，1954年における初
等学校数は，921校（英学学校667校，サンスクリット・スクー
ル233校，ベイシック・スクール21校），同在学者数は26,186人
（英学学校20,010人，サンスクリット・スクール5,116人，ベイ
シック・スクール1,050人），同在学率は3.7％に至った（Pandey 
et al., 1956, table Ⅸ）*3。
　こうした教育の拡大は，爆発的ではあるが，それゆえに不斉
であった。そこでネパール政府は，教育に係る現状調査と，統
一的な教育制度の創設計画策定を目的とする特別委員会として，
1954年にNNEPCを任命した。
　NNEPCが現況調査に基づき指摘した学校教育の問題点は，
主に，①学校・教員の寡少，②富裕層による学校教育機会の独占，
③学校カリキュラムの村落生活からの乖離，④過剰なドロップ
アウトとそれによる人的物的資源の浪費，⑤語学教育の偏重と
社会学習・理科・衛生・美術等の軽視*4，⑥最終試験の過重視，
⑦女子在学者の寡少，⑦教具・教材の質的量的不足，⑧教員養
成の不存在と教員の質的量的不足，⑨教授レベルの低さと暗記
中心の学習内容，⑩教育行政制度の未整備などである。そして，
これらの多くは，最終試験の過重視ですら，初等教育に該当す
る（Pandey et al., 1956, pp.39-43）。また，特に既存の初等学校
の特徴として，その多くが民衆の生活の場である村落に設置さ
れていること，単教室・単教員学校であること等が挙げられて
いる。
２　NNEPCの初等教育計画における教育目標と村落教育制度
　　構想
　NNEPCは，約１年の活動の後，1955年に報告書を提出する。
同書は，「普遍的教育の実現」および「民衆のニーズに応じた
教育の提供」という理念に基づく，総合的な教育制度創設の計
画であり，1950年代後半における教育開発の基盤となった。
　NNEPC報告書において，初等教育計画は，第８章「初等学
校カリキュラム」としてまとめられている。この時期の最も詳
細で体系的な当該計画である同章は，「序論」，「初等教育の目
標」，「初等教育の構成」，「カリキュラム」，「教授方法」，「教具・
教材」，「児童の評価と発達」，「カリキュラム作成」，「サマリー」
の各項目から構成される。
　これらの項目において，1950年代後半の初等教育計画，さら
には教育計画全体を追究する上で特に重要なのが，「序論」で
ある。そこでは，まず，初等教育は，ほぼすべての国民にとっ
て最初で最後の学校教育の機会であり，それゆえに，総合的で
完結的でなければならないとの認識が示された。そして，子ど
もの市民としての育成，および，国内の諸問題の解決，非識字
の撲滅，民主主義の発展などを通じた国家開発を達成するため
に，初等教育計画が不可欠であると強調されている。
　また，同「初等教育の目標」では，子どもが，①コミュニケ
ーション・スキル，②市民的能力，③経済能力，④審美力，⑤
個人的能力，⑥潜在的資質および能力，⑦広範な理解力，⑧余
暇に係る知識や実践力を開発・発見できるよう支援することが，
当該教育の目標として挙げられている。
　「カリキュラム」項目では，こうした目標を達成する方途と
して，七つの相互連関する学習体験領域（①社会学習，②科学，
③言語，④算数，⑤手工芸，⑥芸術，⑦人間的発達）の目的・基準・
内容等が具体的に提示されている*5。このうち，既存制度の問
題点を克服し，ほぼ新規な教育制度の創設を目指すという意味
において，NNEPCの初等教育計画の特徴を端的に示す領域が，
言語と手工芸である。
　言語領域では，第１，２学年における地方語使用の余地が残
されつつも，原則としてネパール語が学校における唯一の教授
用語および学習言語と設定された。これは，ネパール語の教授
用語・学習言語化が，効率的な教育普及や効果的な学習，およ
び，国民統合を推進する方途と考えられたからである。
　手工芸領域は，ネパールの国民の大多数，すなわち，農村に
居住する民衆の衣食住におけるニーズ充足が特に重要であると
の認識から，子どもに対して，食物，住居，被服に係る体験活
動を提供する学習領域である。ただし，同活動の狙いは，狭義
の経済能力の開発にとどまらず，子どもが，自給自足能力，製
品やサービスの評価力，審美力，労働の価値の理解力，衛生習
慣などを習得できるよう支援すること，つまり国民の総合的な
育成にあった。また，特に地域差や民衆のニーズを考慮し，学
校とコミュニティ生活，および，村落開発職員との連携推進を
構想するなど，手工芸領域は，NNEPCの教育計画全体におい
てもきわめて重要な位置にある。
　なお，NNEPCの初等教育計画におけるその他の項目群では，
従来の問題点の指摘に基づき，子どもの能動的学習を可能とす
る教授方法，教具・教材の不足に対する迅速かつ適切な対応，
学習成果の総合的な評価，国家レベルのカリキュラム指針作成
とその地域のニーズに応じた変更などが提言された。
　このように，NNEPCの初等教育計画では，初等教育の開発
と，国内の地域差，農村生活および村落開発との連関が多く考
慮され言及されている。これは，同計画の主眼が，まず，求め
られる一定の知識技能を備えたネパール国民を育成する前提と
して，学校教育の広範な実施とそれに民衆を参加させること，
換言するなら，限られた人的物的資源の範囲内で，学校を民衆
の生活の中に位置づけて，漸進的に民衆と教育の距離を縮小さ
せることにあったからと考えられる。それに加えて，初等教育
計画には，国民統合や国家の全面的開発の期待も託されている
ことからも明らかなように，同計画は，単なる修業年限の延長
や，カリキュラム刷新による狭義の教育改革・開発の原案とい
うだけでなく，従来の初等学校のあり方そのものを変化させる
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企て，すなわち，コミュニティ開発の基軸としての，さらには，
民主主義国家樹立の基盤としての初等学校構築の試みと理解で
きるのである。
　もちろん，こうした壮図は初等教育計画の実行のみでは達成
され得ない。従って，NNEPCは，初等教育・成人教育・教員
養成計画を，相互連関する総合開発領域，かつ，教育制度創設
計画における基盤事業として設定した。すなわち，これら三計
画は，初等学校とその教員が，周辺の人的物的資源を有効に活
用しながら，成人識字クラスなど各村落における教育事業の基
柱として活動しコミュニティ改善にも貢献するという，言わば
「村落教育制度」の構築を目指す遠大な構想であった。この村
落教育制度構想において，初等学校は，普遍的教育の実現とい
う理想とともに，民衆にとって最初で最後の学校教育機会であ
るという現状認識のもとで，民衆のニーズに応じた教育を提供
しつつ，彼らをネパール国民として育成する時空として，重要
な位置を占める。
Ⅱ　1960年代はじめの初等教育の状況とARNECの
　　初等教育制度計画の特徴
１　1950年代後半における初等教育の数量的拡大と国民学校
　　設置の不振
　NNEPCの初等教育計画の要点は，教育５か年計画（1956-1961）
の初等教育領域計画（第３編）にほぼ採納されており，そこで
は，初等学校の新設ないし既存校の転換，無償教育の実施，カ
リキュラムにおける実践的職業的価値の導入が強調された。教
育５か年計画における補足記述としては，初等学校カリキュラ
ムが共通基盤を持ちつつ各地域等の多様なニーズに適応するこ
と，カリキュラム計画を担う特別委員会の活動が計画されてい
ることがある（CoE, 1957a, p.12）。また，全く新規な内容として，
1956年時の初等教育の状況が示され，当該計画のコストが算定
されている。
　なお，同時期の国家開発計画である第１次５か年計画（1956-
1961）において，教育は重点的な開発対象とは位置付けられて
いない。ただし，同計画における教育領域計画，特に初等教育
のそれは，数値目標等に若干の差異はあるものの，NNEPC報
告書および教育５か年計画を抜粋した内容となっている。
　両計画に基づき，外国援助を受けつつ実施された1950年代の
初等教育開発は，数量的には大きな成果を上げ，初等学校は，
設置目標630校に対して約2,000校が新設され，総数4,001校に達
した。また，初等学校在学者数は約18万人，在学率は15.8％に
急増した（MoE, 1971, p.3）。
　他方で，NNEPC報告書等における数量面以外の目標，すな
わち，統一的な教育制度の構築や実践的職業的価値を重視した
カリキュラムの導入等は，充分に達成されていない。たとえ
ば，カリキュラムについては，1959年に教育局（Department 
of Education）が公示したそれは，職業教育の導入，サンスク
リット語・ヒンディー語の削除など，NNEPC報告書の一定の
影響が見られるが，NNEPCが強く否定した英語を継続して含
んでいる*6。また，1959年において，新設校である「国民学校」
（National School）の設置数よりも，英学学校等の増加数のほ
うがやや多く，また，サンスクリット・スクールは半減した
もののベイシック・スクールは倍増している（Wood & Knall, 
1962, table 8）。すなわち，NNEPC報告書に基づく初等学校制
度構築の試みは円滑に進まず，畢竟するに，新しい初等教育の
目標およびカリキュラムは，実践の場を充分に得られなかった
のである。
２　ARNECの教育制度改革計画の要点
　王政復古後も継続する政治的混乱の中で，1960年には国王が
いわゆる「王室クーデター」を起こし，国権を掌握して親政を
開始する。さらに，国王は，1962年12月に，強大な王権や政党
活動の禁止などを明記した新憲法を公布し，パンチャーヤト制
度*7を敷いた。
　こうして王室クーデターにより国家体制が激変する一方で，
教育がNNEPCの教育制度創設計画とは必ずしも一致せずに拡
大する中で，1950年代の教育開発の総括と，パンチャーヤト体
制に沿う新しい教育制度の構築整備を目的として，1961年に
ARNECが任命された。
　ARNECの教育制度改革計画の主な特徴は，①複線型学校体
系から単線型のそれへの移行，②職業科目を導入した５年間の
初等教育，③２領域から構成される３年間の前期中等教育，④
４領域から成る３年間の後期中等教育，⑤継続的な成人識字プ
ログラムを重視した社会教育，⑥初等中等学校教員の即時養成，
⑦教具・教材の開発および出版機関の設置，⑧初等中等教育に
おけるネパール語の教授用語化，⑨すべての高等教育施設在籍
者による地方等でのサービス活動，⑩サンスクリット教育の奨
励などである（中村, 2014, p.71）。これらの多くは，一見して明
らかなとおり，上記③，④の中等教育制度の構成や，⑩のサン
スクリット教育の奨励等を除いて，基本的にNNEPCの教育制
度創設計画に近似している。
３　ARNECの初等教育計画における教育目標とカリキュラム
　　案
　ARNEC報告書において，初等教育計画は，就学前教育・中
等教育のそれと必ずしも明確に区分されることなく，第３章に
まとめられている。同章のうち，初等教育と具体的に関わる項
目は，冒頭部，「初等教育の目標」，「年齢ごとの学年設定」，「無
償義務学校全段階の教員」，「教員不足の問題」，「教育方法」，「書
籍」，「カリキュラム」，「試験方法」，「保護者と教員の会合」，「単
教室学校」，「男女共学」，「児童－教員比」，「教授用語」，「初等
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教育の資格」，「教科書」などである。
　これらの項目において，ARNECの初等教育計画の特徴，特
に教育目標を把握する上で，冒頭部が特に有用である。そこで
は，人間の成長における教育の重要性が述べられた後，社会の
成員へ良い教育を普及させるために適切な措置を執ることが，
政府の一義的な責任であると明言された。そして，良い教育が，
思考，精神，態度等における最善の習性（habits）を確立するこ
とは自明として，15のそれ，すなわち，①清潔な生活，②協同
の精神，③法，政府の指示，社会習慣の尊重，④教員や親など
年長者の尊重，⑤神，国家および国王への充分な敬意，⑥感謝
の精神，他者からの支援の記憶，⑦他者から有用なものを学ぶ
こと，⑧他宗教への寛容，⑨互助の精神，⑩社会に有用な知識
を得る継続的努力，⑪欲心の抑制，⑫飲酒の禁止，⑬精神，思考，
行為における理想追求，⑭毎日の運動，⑮義務履行などへの集
中を例示している（MoE, 1961, pp.9-10）。これらは，ARNECの
教育制度改革計画の根本であり，「初等教育の目標」では，こ
の習性群の多くを６歳から10歳の子どもへ迅速に身につけさせ
ることが当該目標として設定された。なお，この記述から明ら
かなように，初等教育の年限は，６歳児が所属する第１学年か
ら10歳児の第５学年に至る５年間が設定されている*8。
　「カリキュラム」項目では，言語，社会学習，科学と保健衛生，
算数，芸術，自助自立教育（Self-reliant education），体育の７
科目について，学年ごとの学習要領やカリキュラム作成上の考
慮事項が提示されている*9。学習要領のうち，NNEPCの初等
教育計画においてその特徴を端的に示していた言語と，手工芸
に類する自助自立教育の内容については，ここで確認する必要
があろう。
　「言語」では，言葉による事象の理解，言葉による思考，言
葉による表現，言葉の聞き取りなど（第１学年），学校およ
びその周囲に関する言葉の理解，言葉による表現，議論の理
解，手紙の執筆など（第２学年），読書能力の向上，議論の理
解，コミュニティに関する言葉の理解，スペリング，詩・物語
の読解など（第３学年），簡潔な物語執筆，友人等への手紙執
筆，辞書使用，演劇への参加，黙読習慣の確立など（第４学年），
黙読習慣の発展，新聞の読み取り，劇作成，エッセイ執筆，議
論の実践，簡潔な読み書きの理解，明確な話し方など（第５学
年），学年ごとの学習内容の指針が示されている。
　なお，同項目本文では上記の学習言語あるいは教授用語は明
記されていないが，英語が初等教育カリキュラムに含まれない
ことは強調されている。また，サンスクリット・スクールの第４，
第５学年においてサンスクリット語が教授され得ること，およ
び，カリキュラム項目における「言語」がネパール語であるこ
とは，第５学年のカリキュラム指針に註記されている。さらに，
項目「教授用語」では，地域による他言語での教授も許容され
つつも，原則としてすべての初等中等学校におけるすべての科
目の教授用語がネパール語であることが明言されている（MoE, 
1961, pp.16-17）。
　「自助自立教育」は，NNEPC報告書における手工芸と同様
に，学習内容が，食物，住居，衣服の三領域に区分され，それ
ぞれ学年ごとのテーマが設定されている*10。たとえば，食物で
は，庭における作業，家庭での手伝い，年長児との協同など（第
１学年），機器の動作，植物の種類と生長，鳥獣の世話など（第
２学年），作物の特徴，鳥類虫類の知識，穀物の栽植など（第
３学年），耕地の手入れ，肥料使用，料理など（第４学年），農
業への参加，鳥獣の世話など（第５学年）が示されている。
　ARNECの初等教育計画におけるその他の項目について，特
に教育目標とカリキュラム案と関わるのは，「教育方法」，「試
験方法」，「単教室学校」，「初等教育の資格」，「教科書」である。
　「教育方法」では，まず，初等教育の提供において，子ども
の集中，判断，聴覚，記憶などの能力を最大限に伸長すること，
また，それぞれの子どもの多様な素質と関心を発見し促進する
ことが前提とされた。そして，具体的な教授方法として，口頭
の，実践的，描写的，例示的なそれが示されつつ，書籍中心の
教授方法の廃止が示唆されている。これは，口頭かつ実践的試
験方法を例示した「試験方法」とも対応しており，さらに同項
目では，科目の知識や品行等に対する月ごとの評価を基盤とし
て，子どもの進級や原級留置が決定されると述べられている。
　「単教室学校」では，単教室・単教員学校が初等学校の中心
とならざるを得ないネパールの現状が述べられる一方で，そこ
での教授方法については具体的に示されていない。
　「初等教育の資格」では，当該教育が大多数の男女にとっ
て最後の学校教育の機会であると明言された上で，初等教育
修了者に同資格を授与することが提言されている。これは，
ARNECの現状認識を把握する上で重要な記述である。
　「教科書」では，初等教育と中等教育が必ずしも区分されて
いないが，教科書執筆者および出版者を可能な限りネパール人
とし，王国全体において全科目の教科書を統一するという提言
は，初等教育にも該当するであろう。また，特に初等教育では，
絵入り教科書が望ましいとも述べられている。
Ⅲ　1960年代初期ネパールにおける初等教育制度の
　　拡大と整備
１　NNEPCとARNECの初等教育計画の比較
　上述の通り，NNEPCの教育制度創設計画の基礎理念は，「普
遍的教育の実現」，「民衆のニーズに応じた教育の提供」であり，
当然，初等教育は計画全体において主たる位置を占める。そし
て，同教育は，子どもの市民としての育成や国家開発を達成す
るべく，子どものコミュニケーション・スキル，市民的能力，
経済能力などの発見や開発を目標として掲げたのであった。し
かし，語学学習に偏重したカリキュラム，村落生活からの乖離
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や，職業的実用的価値の不足，あるいは，最終試験の過重視と
いった問題を抱える既存学校が，この目標に対応し得ないこと
から，NNEPCは，全く新規に初等教育計画を立案した。
　NNEPCの初等教育計画の要点は，カリキュラム案，特に言
語領域と手工芸領域にて確認できる。言語領域は，原則として
ネパール語のみを学習言語および教授用語と設定したが，これ
は，国民統合の方策であると同時に，従来過重と批判された語
学学習の負担軽減の意味もある。手工芸領域は，農村における
衣食住ニーズの充足を目指して，子どもへ食物，住居，被服に
係る体験活動を提供するが，これは，単なる職業科目とは異な
る。なぜなら，そもそもNNEPCの初等教育計画における手工
芸や言語といった区分は，中心テーマ等に沿って提供される学
習体験の領域を示す基準であって，いわゆる科目を構成しない
（註５参照）。何よりも，手工芸は，民衆のニーズ充足や学校と
コミュニティの連携，生活と教育の融合などNNEPCの初等教
育計画における基本方針の具現であり，かつ，初等教育・成人
教育・教員養成計画が連携して村落への教育普及および村落改
善などを図る村落教育制度構想の主領域といえる。こうした
認識は，NNEPCの教育制度創設計画の理解において欠くこと
ができない。そして，以上のNNEPCの初等教育計画の要点は，
ARNECのそれの理解における端緒となる。
　ARNECの初等教育計画における目標は，15習性の育成であ
る。これら習性群は，概ね普遍的であり，パンチャーヤト体
制における国家への貢献が意識された中等教育の目標に比べ
て（中村, 2014, p.72），より中立的である。そして，習性育成の
方途として設定されたカリキュラム案は，社会学習の指針等
から明らかなとおり（註９参照），手工芸を除き学年ごとの基
礎指針のみを提示したNNEPCのそれに比べて，全体として詳
細で具体的である。また，言語に関して，教育相が主宰する
ARNECが，初等中等学校における教授用語をネパール語と明
言した上で，初等学校のカリキュラムからネパール語以外の言
語を原則廃したことは，ネパール教育史上においてきわめて重
要な意味を有する。他方で，ARNECがサンスクリット・スク
ールにおけるサンスクリット語教授の余地を残したことは，学
校体系の統合という自らの基本方針と整合性を持たない。
　カリキュラム案における自助自立教育は，食物，住居，被服
といった区分や，学年ごとの指針がNNEPCの手工芸のそれと
近似していることからも，ARNECがNNEPCの初等教育計画
を継承ないし踏襲した要因と見なされ得る。しかし，直上で
確認したとおり，NNEPCが提言する手工芸とは，単なる職業
科目ではなく，連携する主要教育計画群および教育制度創設
計画そのものを担う重要な学習体験領域である。これに対し
て，ARNECの自助自立教育とは，全７科目の一つ，しかも第１，
２学年次における授業時間数が他科目に比べて少ないそれであ
って，初等教育計画における位置づけにおいても，全体計画に
おける重要性においても，両者は明確に異なる。なお，こうし
たNNEPCとARNECの差違は，NNEPCが，初等学校と村落生
活との融合を強く意識し，さらには，初等学校が，本来は家庭，
保護者，労働市場が子どもに与える一般教育および職業訓練の
「代替物」を提供すべきと提言していることからも看取できる
（Pandey et al., 1956, p.227）。すなわち，NNEPCとARNECは，
ともに初等学校を，大多数の民衆にとって最後の学校教育の機
会と設定していながら，前者が重視する初等教育の完結性，つ
まり，初等教育を終えて村落生活を営む民衆の姿が，後者の初
等教育計画において確認できないのである。
２　1960年代の教育計画におけるARNECの初等教育計画の位
　　置付けとその評価
　ARNECの教育制度改革計画の実計画への反映について，３
か年計画（1962-1965）では，ARNECの提言を可能な限り具体
化したと述べられている。初等教育については，まず，初等学
校の急増が，教員養成や教具・教材開発，視学制度の整備と調
和していないという現状認識が示された。そして，これらの実
施とともに既存施設の合併と政府補助金の増額が具体計画とし
て設定された。数値目標としては，現初等学校4,165校および
同在学者19万人に対して，1,200校および65万人の増加が掲げ
られている（NPC, 1963, pp.266-267）*11。これは，ARNECの初
等教育計画と必ずしも一致しない内容である。
　第３次５か年計画（1965-1970）では，1980年までの普遍的初
等教育の実現が長期目標として掲げられつつ，教員養成と調和
した初等教育の拡大（６～11歳の40％に提供）が，五目標の一
つとして設定された。実計画として，単教員学校におけるクラ
ス数増加，5,000人の教員の新規養成および現職教員3,000人に
対する研修，地方による初等学校運営と政府補助の減額が挙げ
られている（MoPE, 1965, pp.126-128）。
　このように，ARNECの初等教育計画は，実際の開発計画
に必ずしも反映されていない。そのためか，NNEPCのそれが，
後の教育計画や報告書等においてしばしば引用参照され肯定的
に評価される一方で，ARNECの初等教育計画に対する直接の
言及は，以下のように多くない。
　Wood & Knall（1962）において，ARNECの初等教育計画
は，概して肯定的に評価されている。具体的には，王政復古後
の10年間における初等教育の数量的拡大が評価されつつ，教
育制度および学校種の統合，サンスクリット語の選択科目化，
NNEPCを継承したカリキュラム導入などが，ネパールの現状
に適した方策であり，これらの継続的実施が提言されている。
他方で，国民学校ですらナショナル・カリキュラムが実践され
ず，従来の暗記中心学習が継続されている現状が指摘され，そ
の要因として，養成された教員の不足や，教員ガイドや教科書
等の教具・教材の不足が挙げられた。そして，教員養成および
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研修，教具・教材開発，教育局におけるカリキュラム部門の新
設が，都市農村間の教育格差や，膨大なウェステージへの対応
とともに提言された（Wood & Knall, 1962, pp.28-34）。
　UNESCO ROEA（1966）は，1960年代半ばの初等教育につい
て，学校の多くが小規模であり，ドロップアウト率および原級
留置率がきわめて高く，75％の教員が養成を受けておらず，女
性教員が少ないといった現状を述べている。他方で，学校種別
やカリキュラムの実施状況について，同書では一切の言及がな
い（UNESCO ROEA, 1966, pp.10-11）。
　Reed & Reed（1968）では，実践的職業的価値を重視した
初等学校カリキュラム導入の停滞が記されている。すなわち，
1960年代半ばから後半の初等学校におけるカリキュラムの重点
が，母語（母語でない場合はさらに加えてネパール語）の読み，
書き，話し，僅かな算数の教授に置かれており，高学年にお
いては英語が教授される場合もあったという（Reedほか1968, 
p.138）。
　Shrestha（1982）は，ARNECの初等教育計画について，既存
カリキュラムを分析し支持したこと，その主たる提言がカリキ
ュラムからの英語の排除であったこと，また，例示された科目
群に触れるにとどまっている。ただし，政府が同委員会のカ
リキュラム案を是認していたことも示唆されている（Shrestha, 
1982, pp.7-8）。たしかに，MoE（1967）で提示される初等学校カ
リキュラムは，科目の構成（言語，社会学習，算数，芸術，保
健体育，科学，職業教育），科目の目標および主題において，
1959年カリキュラムを継承しつつ，明らかにARNECのカリキ
ュラム案を反映した内容となっている（MoE, 1967, pp.14-17）。
また，MoE（1967）において，ARNECが掲げた15の習性が，「初
等教育に期待される成果」という表現で受容されていることか
らも（MoE, 1967, p.13），ARNECの初等教育計画が政府へ与え
た影響が看取される。
　以上のように，ARNECの初等教育計画は，一定の影響を政
府カリキュラム等へ及ぼしつつ，学校体系の移行などについて
は，実計画へ反映されていない。しかし，３か年および５か年
計画等のもとで，1971年までに初等学校は7,256校，同在学者
は約45万人，同在学率は32％に達した（MoE 1971a, p.3）。ただ
し，1970年代初めの「国民教育制度」計画であるNESP（National 
Education System: Plan for 1971-1976）は，非生産的，非実践的，
非職業的価値への傾斜という既存の教育制度の問題点を指摘し
てもいる。これは，必ずしも初等教育のみに該当するものでは
ないが，NNEPCが克服を目指した1950年代の教育状況と大き
な変化はない。
おわりに
　1954年に任命されたNNEPCは，「普遍的教育の実現」および
「民衆のニーズに応じた教育の提供」という理念に基づく総合
的な教育制度創設計画を作成した。初等教育は，同計画におけ
る最優先開発領域であり，初等教育・成人教育・教員養成計画
が連携する村落教育制度構想は，二つの基礎理念を具現化する，
NNEPCの教育制度創設計画の根幹といえる。
　王室クーデター後の政体変化の過程において組織された
ARNECの教育制度改革計画は，皮相的にはNNEPCの教育制
度創設計画を継承し修正した内容である。特に，初等教育にお
いては，複線型学校体系から単線型のそれへの移行，５年制初
等学校における職業教育の導入，ネパール語の教授用語化など
共通点が多く見られる。確かに，これらは，既存の教育制度の
根本的変革を図る企てであり，ネパールにおける教育計画群に
おいて重要な意味を持つ。
　しかし，カリキュラム案における手工業と自助自立教育を比
較すると，ARNECとNNEPCの初等教育計画の差違が明確に
なる。すなわち，村落教育制度を支える学習体験領域の一つ
で，学校と村落の連携を担う主要活動である手工業に対して，
ARNECの自助自立教育は，あくまで初等学校カリキュラムに
おける１科目という位置づけである。そこには，初等学校によ
る村落改善および開発という意識は確認できず，教育開発によ
る既存制度の問題点克服という意味において，ARNECの初等
教育計画は，NNEPCのそれに比べて具体性に乏しい。
　こうしたARNECの初等教育計画は，特にその教育制度改革
案の根本は，1960年代の開発計画へ必ずしも具体的に採納され
ていない。ただし，同計画は，NNEPCと違うかたちではあるが，
初等学校カリキュラムへ生産的，実践的，職業的価値を導入し
た点において，後の初等教育開発へ影響を及ぼしている。それ
ゆえに，NNEPCおよびARNECの初等教育計画と，1971年の
NESPにおけるそれなどとの比較は，ネパールにおける初等教
育開発の道程を追究する上で有意味である。
　さらに，1960年代は，教育行政組織の再編，教育法規の制定，
義務教育の試行，一部地域における初等学校教員資格の発行な
ど，曲折を経て教育制度が整備変革されていく，ネパール教育
開発史における重要時期である。この時期における教育計画・
政策の追究は，ARNEC報告書における他段階・領域計画の詳
細な検討も含めて，今後の課題としたい。
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註
＊1  現在のネパール政局はきわめて流動的である。本研究は，あくまで「王
国」時代のネパールについて追究する。
＊2  1950年代における初等教育の状況とNNEPCの初等教育計画について，
詳しくは中村（2002）を参照のこと。
＊3  ただし，当時の初等学校の多くは，第１～第３学年から構成されてお
り，NNEPCやARNECが計画した５年制初等学校とは修業年限が異な
る。また，多くは第１～第８学年から構成されるミドルスクール，同
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第１～10学年から構成されるハイスクールの初等クラス等は，本文中
の数値に反映されていない。H.B.Woodらは，1954年におけるミドル
スクールとハイスクールの初等クラス数およびその在学者数を推算し
た上で，当時の第１～５学年の児童を57,514人，同児童を対象とした
学校を1,320校，在学率を5.6％と算出した（Wood & Knall, 1962, table 9, 
Wood, 1965, table 1）。
＊4  たとえば，1954年の初等英学学校（第１～５学年）のカリキュラムは，
①ネパール語ないしヒンディー語，②算数（以上，第１～５学年），③
英語，④歴史（以上，第２～５学年），⑤地理，⑥保健衛生，⑦絵画，
⑧音楽（以上，第３～５学年），⑨サンスクリット語（第４, ５学年）か
ら構成される。
＊5  より詳細に各領域の内容を示せば，以下のようになる（Pandey et al., 
1956, pp.93-94）。①社会学習（人類の生活），②科学（理科，衛生，生
理活動），③言語（母語，ネパール語），④算数（基礎的な知識技能），
⑤手工芸（ⓐ食糧における自給自足（栽培，保存，調理），ⓑ住居にお
ける自給自足（家屋とアクセサリー），ⓒ被服における自給自足（栽培，
加工，作成）），⑥芸術（ⓐ美術，ⓑ音楽，祭儀，ⓒ民族舞踊，ⓓ文芸），
⑦人間的発達（ⓐ体育，ⓑ徳育，宗教教育）。また，各領域については，
学年ごとの学習体験も設定されている。社会学習を例示するなら，そ
れは学校および家庭における生活について（第１学年），近隣の生活に
ついて（第２学年），地域の生活について（第３学年），ネパールの他地
域の生活について（第４学年），ネパール外の生活について（第５学年）
というように簡潔である。これは，地域の特性を生かすという観点か
ら，各学校・各教員による創意工夫の余地を大きくする意図がある。
なお，これらは，広範な中心テーマないし単元に沿って統合的に提供
される学習体験を構成する「領域」であって，従来の「教科」（subject）
区分とは異なる（Pandey et al., 1956, p.94）。
＊6  1959年カリキュラムは，①ネパール語（週６コマ），②社会学習（週６
コマ），③算数（週６コマ），④芸術（週４コマ，第３学年より３コマ），
⑤衛生および体育（週３コマ），⑥科学（週６コマ，第３学年より３コ
マ），⑦職業教育（週３コマ，第３学年より６コマ），⑧英語（第３学
年から６コマ）から構成される。
＊7  国家，県，郡，市町・村落それぞれに地方組織であるパンチャーヤト
を置く制度である。市町・村落パンチャーヤトの成員は国民の直接選
挙によって選出され，その他のパンチャーヤトは，直下のそれの成員
によって選出される。
＊8  ただし，上級学年への移動や原級留置等の可能性も示唆されている
（MoE, 1961, p.10）。
＊9  たとえば，上記習性に直接関わる科目である社会学習では，学校およ
び家庭内生活（健康習慣，周囲の尊重と協同，家族への愛情と尊敬等）
（第１学年），隣人の生活（コミュニティの職業，施設，規則や，住人
への友愛と尊敬等）（第２学年），地域の生活（自然，気候，社会集団
と組織および施設等）（第３学年），自分の地域外の生活（自然，気候，
社会集団と組織および施設等）（第４学年），外国の生活（外国の民族，
食事，習慣，社会，経済，政治，宗教，国際連合等）（第５学年）が学
年ごとの教育内容の指針として提示されている。また，科学と保健衛
生では，大要，身嗜み，動物の世話，時間（第１学年），健康と清潔さ，
自然，生物，肥料，応急処置（第２学年），人体の器官，栄養素，気候，
天体（第３学年），唾液の機能，呼吸，栄養素，植物の生長（第４学年），
空気の組成，植物の発芽，食物の消化，感染症（第５学年）が指針と
されている。
＊10  NNEPC報告書における手工芸の学年ごとの学習テーマについて，詳
しくは中村（2002）を参照のこと。
＊11  初等学校の設置は，人口2,000人以上か，学校未設置のパンチャーヤト
が優先される。また，計画表12では，在学者の増加目標は６万人となっ
ている。
